
1 　統　括

⑴人件費の状況（普通会計決算）

人

⑵職員給与費の状況（普通会計決算）

(注)　１．職員手当には退職手当を含まない。

⑶ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(注)　１．ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の西都市職員の

　　　　給与水準を示す指数である。

　　　２．類型団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　　　単純平均したものである。

　　　３．公益法人等への職員の派遣等に関する条例に基づく派遣職員を含む。

(平成21年3月31日)
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2 　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 ①一般行政職

 ②技能労務職

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成18～20年の3ヵ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している

ものではない。

※ 年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員に

おいては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。
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調理士 45.4 歳 196,200 円 1.89
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平均給料月額
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区分
平均年齢

391,770 円

329,354 円 354,860 円

－325,521 円

⑴職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成21年4月1日現在）

平均給与月額
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 ③税務職

 ④福祉職

 ⑤消防職

 ⑥看護・保健職

　　２．｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　　　すべての諸手当の額を合計したものである。また、「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員

　　　の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較の

　　　ために国家公務員と同じベースで再計算したものである。
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国 ―
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― ―
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―
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―
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―
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類型団体(Ⅰ－０) 39.8 歳

宮崎県 ―

区分 平均年齢

― ―

西都市 42.2 歳 324,975 円 353,457 円

国 39.6 歳 316,871 円 ―

類型団体(Ⅰ－０) 42.9 歳 312,024 円 333,296 円

西都市 37.3 歳 280,970 円

宮崎県 ― ― ―

331,711 円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

(国ベース)

類型団体(Ⅰ－０) 39.8 歳 305,711 円

311,351 円類型団体(Ⅰ－０) 40.3 歳 302,205 円 349,227 円

西都市 36.8 歳

宮崎県

国

(注)１．｢平均給料月額｣とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
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⑵職員の初任給の状況（平成21年4月1日現在）
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⑶職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成21年4月1日現在）
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3 　一般行政職の級別職員数等の状況

(注)１西都市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

(注) 平成18年度に9級制から7級制に変更している。（旧給料表の1級及び2級並びに4級
 　及び5級をそれぞれ統合）

⑵昇給への勤務成績の反映状況

1 級 主事補・技師補

○勤務成績の評定の実施状況及び反映状況

　　地方公務員法第40条に基づき、毎年度２回定期的に全職員に対して勤務成績の評定を実施
　している。また、現在新評価制度導入のため、平成21年度は課長試行、平成22年度は課長実
　施および課長補佐試行と、段階的に平成24年度全職員導入に向けた準備を行っている。この
　新評価制度構築にあたっては、従来の評価制度と同様の能力評価基準に加え、業績評価の視
　点による評価基準を新設することを目標にしている。それらの視点による総合的な評価によ
　り、職員の昇給等の処遇に更に反映可能となるような制度を構築する予定である。
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⑴一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）
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4 　職員の手当の状況

⑴期末手当・勤勉手当

期末手当 期末手当 期末手当

月分 月分 月分

月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

(注)　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（支給率） （支給率）

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

その他の
加算措置

一人当たり
平均支給額

―
千円

23,783千円

(注)１．退職手当の額は、退職手当の基本額(退職時給料月額×支給率)に、退職手当の調整額(職員が在

　　　職した上位60月分の調整月額の合計額)を加えて得た額になります。

　　２．退職手当の１人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額である。

(平成19年度支給割合)

西　　都　　市

1.450

(1.6) 月分 (0.75)

3.00

 1人当たり平均支給額(平成20年度)

1,550 1,762

3.00

国

勤勉手当

3.00 月分 1.50

勤勉手当

月分

(1.6)

月分

月分

30.55月分

月分

(1.6)

23.50

33.50

月分

勧奨･定年

33.50

(0.75)

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置
・役職加算　5％～15％

月分 月分

月分

41.34

月分

月分 30.55

月分

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置
・役職加算　　5％～20％
・管理職加算　10％～25％

⑵退職手当(平成21年4月1日現在)

西　　都　　市

自己都合

(0.75)

勧奨･定年

○勤務成績の評定の実施状況及び反映状況

　　地方公務員法第40条に基づき、毎年度２回定期的に全職員に対して勤務成績の評定を実施
　している。また、現在新評価制度導入のため、平成21年度は課長試行、平成22年度は課長実
　施および課長補佐試行と、段階的に平成24年度全職員導入に向けた準備を行っている。この
　新評価制度構築にあたっては、従来の評価制度と同様の能力評価基準に加え、業績評価の視
　点による評価基準を新設することを目標にしている。それらの視点による総合的な評価によ
　り、職員の昇給等の処遇に更に反映可能となるような制度を構築する予定である。

自己都合

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置
・役職加算　　5％～20％
・管理職加算　10％～25％

23.50

41.34

月分

宮　　崎　　県

千円

1.50

(平成19年度支給割合)

勤勉手当

(平成19年度支給割合)

勤続20年

その他の

勤続25年

勤続35年

国

 1人当たり平均支給額(平成20年度)

　定年早期退職特別

59.28

月分59.28 月分59.28

月分

月分

47.50

最高限度額

　措置(2～20%加算)

47.50

59.28

月分

月分

月分59.28

59.28

　定年早期退職特別
　措置(2～20%加算)加算措置



千円

　円

　％

⑷時間外勤務手当

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成19年度決算) 188

消防職員の特殊勤務手当

左記職員に対する支給単価

賦課2,000円

　手当の種類　（手当数） 8

　主な手当の名称 主な支給対象業務主な支給対象職員

21.1

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成19年度決算) 41,331

6,677

　職員全体に占める手当支給職員の割合(平成19年度)

税務職員の特殊勤務手当

社会福祉業務に従事する職員
の特殊勤務手当

衛生業務に従事する職員の特
殊勤務手当

保健指導業務に従事する職員
の特殊勤務手当

　支給実績(平成20年度決算)

福祉事務所職員

　支給実績(平成19年度決算)

⑶特殊勤務手当(平成21年4月1日現在)

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成20年度決算)

賦課、徴収業務

犬猫等へい死体処理

61,872

182

千円

千円

　支給実績(平成19年度決算) 千円

千円

消防士 5,000円､副士長5,000円

士　長 5,000円､司令補5,000円

徴収3,000円

3,500円

１頭につき200円

1,300円保健指導

67,856

税 務 課 職 員

生活環境課職員

消 防 職 員

健康管理課職員

消防業務

生活保護業務



配偶者 円

配偶者以外 円

配偶者なしの１人 円

円

満16歳の年度初めから満22歳の

年度末までの子１人につき

円

借家・借間で月額23,000円

以下を支払っている職員(最高)

円

月額23,000円以上の場合最高 円

円

自宅(購入時5年間) 円

交通機関利用者限度額 円

交通用具利用

2 km ～ 5 km 円

5 km ～ 10 km 円

10 km ～ 15 km 円

15 km ～ 20 km 円

20 km ～ 25 km 円

25 km ～ 30 km 円 円

30 km ～ 35 km 円

35 km ～ 40 km 円

40 km ～ 45 km 円

45 km ～ 50 km 円

50 km ～ 55 km 円

55 km ～ 60 km 円

60 km以上 円

　課長級　給料月額×8％ 　給料月額×8％ 円

200,170

57,880

411,572

245,955

扶
養
手
当

住
居
手
当

通
勤
手
当

管
理
職
手
当

⑸その他の手当（平成21年4月1日現在）
支給職員1人当たり

平均支給年額
手
当
名

内容及び支給単価
(平成20年度決算)

国の制度
との異同

国の制度と異なる内容
支給実績
(平成20年
度決算)

―

20,900

24,500

6,500

8,900

11,000

2,500

6,500

11,000

27,000

5,000

13,000

異なる

22,700

23,600

同じ

4,100

55,000

21,800

13,700

16,100

2,000

18,500

11,300

同じ

同じ

―

―

10,701

千円

27,824

千円

千円

14,123

千円

56,324



5

円 円 / 円
（ 円 ）

円 円 / 円
（ 円 ）

円 円 / 円
（ 円 ）

円 円 / 円
（ 円 ）

円 円 / 円
（ 円 ）

672,000円×48月×0.5 任期毎
603,000円×48月×0.3 任期毎

(注) １．給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

　　 ２．退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）

　　   勤めた場合における退職手当の見込額である。

234,000

274,000

455,000

800,000 347,500

495,000

（参考）類型団体における最高/最低額

　特別職の報酬等の状況（平成21年4月1日現在）

220,000400,000

440,000

1,010,000672,000

603,000

424,000
670,000

副 市 長
市 長

期
末
手
当

議 長
副 議 長
議 員

361,000
報
　
　
酬

市 長

副 市 長

議 長

副 議 長

840,000

区分 給　料　月　額　等

(平成20年度支給割合)
3.35月分

424,000

361,000

349,000
349,000

議 員

給
　
　
料

3.35月分

（算定方式） (1期の手当額)

(平成20年度支給割合)

退
職
手
当 備 考

（支給時期）
16,128,000円 
8,683,200円 

市 長
副 市 長



6  職員数の状況

⑴部門別職員数の状況と主な増減理由

(注)　１．職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２．[      ]内は、条例定数の合計である。

32

33

32

35

<参考>

人口1万人当たり職員数　　103.22人

(増)住宅関係業務、都市計画業務の充実

<参考>

人口1万人当たり職員数　　77.56人▲ 1

(類似団体の人口1万人当たり職員数　　98.13人）

下水道

その他

部門

区分

普
通
会
計
部
門

公
営
企
業
等
会
計
部
門

議　会

総務企画

税　務

衛　生

労　働

農林水産

対 前 年

▲ 1 (減)総務課組織改革による職員減など

主な増減理由

13

47

40

390

(類似団体の人口1万人当たり職員数　　72.65人）

(減)給食センター調理業務の民間委託など

(減)保育所職員の減

0

増 減 数

24

17

40

0

小　計

[ 460 ]

7

小　計

361

合　　計

0

▲ 11 <参考>

人口1万人当たり職員数　　115.01人

職　員　数

74

27 27

平成20年

9

平成21年

一
般
行
政
部
門

17

計 264

民　生

5

13商　工

土　木

73

263

▲ 2

▲ 11

0

07

[ 460 ]

401

40

24

63

5

61

教育部門 50

消防部門 47

水　道

0

2

0

▲ 10

0

09

350

0



人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

※特別職及び環境整備事務組合への派遣職員は除きます。

3

24歳20歳 20歳

区分

28歳

～～

62

35歳

～～

27歳

職員数

～

389

44歳

59歳 以上

031

60歳

31歳

56歳

50

～

47歳

～

48

計

55歳

48歳

⑵年齢別職員構成の状況（平成21年4月1日現在）

未満 23歳

～

36歳 52歳

～

40 32

51歳

～

40歳32歳

39歳

58

43歳

47171

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

2
0
歳
未
満

2
0
～

2
3

2
4
～

2
7

2
8
～

3
1

3
2
～

3
5

3
6
～

3
9

4
0
～

4
3

4
4
～

4
7

4
8
～

5
1

5
2
～

5
5

5
6
～

5
9

6
0
歳
以
上

構成比

5年前の
構成比



⑶定員管理の数値目標及び進捗状況
①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

　（参考）集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

②定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

(注)　１．計画期間は、18年～22年の5年間である。

　　　２．(　　％)内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　　　1年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。
　　　４．職員数は派遣職員(2人)を除く全職員である。

18年17年

264

平成17年4月1日

425　人

部門 計画前年

区分

計　画　期　間
始　期

390　人

職員数 職員数

45職員数 44

一般
行政

280職員数

53
教育

職員数 60

増減数 ▲ 6

47

▲ 2 ▲ 11

▲ 17

40

▲ 6

―

職員数 41 ―

▲ 1 (　－　)

40

▲ 1 00

4年目

40

38

▲ 22

40

(188.9 %)

18年～22年

―

8.2 %

数値目標

計

263

計

▲ 1

職員数

増減数

425

増減数

公営企業
等 会 計

消防

―

3年目

390

2 0

▲ 20 (90.9 %)

―

▲ 12▲ 9 ▲ 6

402

      ３．増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画

19年

408

終　期

平成22年4月1日

20年

▲ 35 (100.0 %)

390

▲ 35

純減数 純減率

▲ 4

(参考)
数値目標

271

▲ 9

3 (▲ 75.0%)

41

270

22年
5年目

35人の削減（8.2％）

417

▲ 8

1年目

277

0

35　人

21年
2年目

▲ 1

0

40

平成22年4月1日

0

41

51

増減数

増減数

1

45 47

54

▲ 3 ▲ 7

平成17年4月1日



7 公営企業職員の状況

⑴水道事業

①職員給与費の状況
　ア．決算

(注)　１．職員手当には退職手当を含まない。

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末･勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況
ア．期末手当・勤勉手当

期末手当

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　5～15％

(注)　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

（支給率）

　　　　である。

Ａ

―

Ｂ/Ａ

％
8.9

　　　２．職員数は、平成20年3月31日現在の人数である。

10.5

区　分
総費用

純損益又は
 実質収支

Ｂ

平均支給額
(注)１．退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額

勤続35年

イ．退職手当（平成21年4月1日現在）
西　　都　　市 団体平均

最高限度額

その他の
加算措置

自己都合
23.50

勧奨定年
勤続20年

35,748

勤続25年

9,689平成20年度
千円

403,675

西 都 市

千円 千円

職員給与費

7,655

平均年齢

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(平成21年4月1日現在)

9,290 35,748

基本給区　分

総費用に占める

団体平均

42.1

千円
 1人当たり平均支給額(平成20年度)

西　　都　　市

339,340

45.6

千円1,548 1,768

勤勉手当
(平成19年度支給割合)

―
3.0 月分 1.50 月分

(1.6) 月分 (0.75) 月分

月分 41.34
月分

月分 59.28 月分
月分

月分 30.55

千円 千円

一人当たり

平成20年度
人 千円 千円

6 22,770 3,688

職員給与費比率
める職員給与費比率

％

区　分
職員数

Ａ　 給料

一人当たり

（参考）
19年度の総費用に占

千円

564,094

給 与 費
計　 Ｂ　期末勤勉手当職員手当

370,362

平均月収額

団体平均

一人当たり

23,783
平均支給額

千円

 1人当たり平均支給額(平成20年度)

15,530千円

33.50
47.50

(参考)類型団体平均

月分

　措置(2～20%加算)
　定年早期退職特別

月分 59.2859.28

521,880

給与費 (B/A) 一人当たり給与費

千円
5,958

―



エ．時間外勤務手当

(注)　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

配偶者 円

配偶者以外 円

配偶者なしの１人 円

満16歳の年度初めから満22歳の
年度末までの子１人につき

円

借家・借間で月額23,000円
以下を支払っている職員(最高)

円

月額23,000円以上の場合最高
円

自宅(新規購入時5年間) 円

交通機関利用者限度額 円

交通用具利用
2 km ～ 5 km 円

5 km ～ 10 km 円

10 km ～ 15 km 円

15 km ～ 20 km 円

20 km ～ 25 km 円

25 km ～ 30 km 円 円
30 km ～ 35 km 円

35 km ～ 40 km 円

40 km ～ 45 km 円

45 km ～ 50 km 円

50 km ～ 55 km 円

55 km ～ 60 km 円

60 km以上 円

　課長級　給料月額×8％

通
勤
手
当

管
理
職

手
当

扶
養
手
当

住
居
手
当

千円

千円
千円

手
当
名

内容及び支給単価

なし

　支給実績(平成20年度決算)

(注)　上記手当は平成18年4月1日廃止。

平均支給年額

0

オ．その他の手当（平成21年4月1日現在）

1,927
385

千円　支給実績(平成18年度決算)
　支給職員1人当たり平均支給年額(平成20年度決算)

　％

(平成20年度決算)

国の制度
との異同

支給実績
(平成20年度決算)

支給職員1人当たり
国の制度と異

なる内容

左記職員に対する支給単価
0

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成18年度決算)

　手当の名称

　円0

ウ．特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）
　支給実績(平成20年度決算) 千円0

　職員全体に占める手当支給職員の割合(平成20年度)
　手当の種類　（手当数）

―同じ

13,000
6,500

5,000

11,000

―

―

22,700
21,800

55,000

2,000
4,100
6,500

20,900

16,100

11,300
13,700 同じ

24,500
23,600

18,500

8,900

千円236

同じ
11,000

27,000
2,500

異なる

主な支給対象職員 主な支給対象業務

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成20年度決算)

円409

59,100

給料月額×8%

1,597

－
－

399

千円 408,480

円

600 千円 200,000 円

667 千円 166,625


